
和歌山市第１４圏域地域包括支援センター募集要領
１　募集の趣旨
和歌山市では、介護保険法（以下「法」という。）第１１５条の４６第１項により、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする地域包括支援センター（以下「センター」という。）を市内に１５か所設置しています。
この度、第１４圏域（中之島地区、四箇郷地区、宮北地区）において、地域包括ケアシステムの中核的役割を担うセンターを運営する相手方を募集します。
２　開設予定日

令和８年４月１日（水曜日）
３　募集圏域
　　　第１４圏域
　　　　　　　高齢者人口（令和６年９月３０日時点）  ８，８３７人
　　　　　　　高齢化率　　　　　　　　　　　　　　　　２８．７％
　　　　　　　要支援認定者数（令和７年３月３１日時点）　８０２人
　　　　　　　ケアプラン作成数（令和６年度）　　　　　　４８４件
４　主な実施業務
　　第１４圏域内にセンターを設置し、次に掲げる業務を円滑に遂行する。

（１）介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業務（介護保険法第８条の２第１６項、第１１５条の４５第１項第１号ニ）

（２）総合相談支援業務（介護保険法第１１５条の４５第２項第１号）

（３）権利擁護業務（介護保険法第１１５条の４５第２項第２号）

（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務（介護保険法第１１５条の４５第２項第３号）

（５）認知症総合支援業務（介護保険法第１１５条の４５第２項第６号）、任意事業（法１１５条の４５第３項）、地域ケア会議推進業務（介護保険法第１１５条の４８）
（６）センター長会議及びその他の専門職会議等への参加
（７）地区民生委員児童委員協議会、その他関係機関が主催する会議への参加
５　履行期間
（１）履行期間

　　本契約の履行期間は、契約締結日から令和９年３月３１日までとします。
（２）委託業務期間

　　本契約の委託業務期間は、令和８年４月１日から令和９年３月３１日までとします。
（３）準備期間（引継等）
　　契約締結日から令和８年３月３１日までの期間は、業務の引継ぎ等を行う準備期間とします。
６　委託料
（１）委託料の金額

　　本業務に係る委託料は、年間２４，１２７，０００円（令和７年度時点、３職種職員（後記８　人員配置参照）人件費４人分および事務費を含む）とします。ただし、３職種職員の欠員の期間に応じて、委託料の金額が変更される場合があります。
（２）準備期間（引継等）の取り扱い
　　準備期間（引継等）については、委託料の対象とはなりません。
７　応募資格
　　医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施することを目的とする一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活動法人等の法人格を有し、センター業務を適切、公正、中立かつ効率的に運営することができる者で、次に掲げる要件を満たさなければならない。
（１）令和７年８月１日現在、和歌山市内で主たる事務所または事業所を有し、継続して運営していること。

（２）第１４圏域内にセンターを設置し、別添の「基本方針、運営方針」に基づき、包括的支援事業の業務等を公正、中立な立場で地域と連携し効率的に運営することができる者。
（３）センターと併せて指定介護予防支援事業所を設置すること。
（４）次に掲げるいずれにも該当しないこと。

ア　和歌山市暴力団排除条例（平成２３年１０月３日条例第２８号）第２条に規定する、暴力団員及び暴力団員等でないこと。

イ　法人及び法人代表者が市税等を滞納していないこと。

８　人員配置

（１）センターに次に掲げる職種の職員を少なくとも各１名ずつを含む、計４名を配置する。
ア　保健師又は地域ケア、地域保健等に関する経験があり、かつ高齢者に関する公衆衛生業務経験を１年以上有する看護師（准看護師を除く。）

イ　社会福祉士又は福祉事務所の現業員等の業務経験が５年以上又は介護支援専門員の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関する相談援助業務に３年以上従事した経験を有する者

ウ　主任介護支援専門員又は「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進について」（平成１４年４月２４日付け老発第0424003号厚生労働省老健局長通知）に基づくケアマネジメントリーダー研修を修了し、介護支援専門員としての実務経験を有し、かつ、介護支援専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有している者
（２）包括的支援事業を統括するため、センターの管理者として、センター長を配置する。ただし、センター長は３職種職員が兼ねることができる。
（３）指定介護予防支援事業所に、次に掲げる職種の職員を、事業が円滑に実施できるよう必要数を配置する。
　　ア　保健師
イ　介護支援専門員

ウ　社会福祉士
エ　経験ある看護師

オ　高齢者保健福祉に関する相談援助業務等に３年以上従事した社会福祉主事　
（４）指定介護予防支援及び第１号介護予防支援事業を統括するための管理者を配置する。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業者であるセンターの職務に従事することができる。
８　応募手続及び応募書類
（１）提出書類

ア　地域包括支援センター応募申込書【様式１～６】（枠に収まらない場合は適宜追加等すること〈様式６を除く〉）

イ　法人登記に係る履歴事項全部証明書

ウ　令和５年度及び令和６年度に係る法人の財務状況に関する書類（貸借対照表、財産目録、事業報告書、損益計算書その他の会計基準等に基づき作成したもの）

（２）提出部数　

正本：１部　副本：９部（副本はコピー可）　計１０部作成し、提出すること。
（３）提出期間

令和７年９月１日（月曜日）から令和７年９月１９日（金曜日）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）の９時から１７時まで（正午から１３時までを除く）
（４）提出場所

和歌山市健康局保険医療部地域包括支援課（和歌山市西汀丁３６番地）

（５）提出方法

(１)の提出書類を(３)の提出期間の９時から正午まで及び１３時から１７時までに(４)の提出場所へ持参してください。郵送又は電子メールによる提出は、受け付けないこととします。提出期間を経過した場合、理由の如何を問わず一切受理しません。

（６）その他

別添の「応募申込書の記入にあたって」を参照の上、提出書類を作成すること。
９　質疑・回答
（１）質疑
　　ア　質問方法　公募要領に関する質問受付については、電子メールで、質問票【様式７】によるものとし、電話、ファックス、口頭での問い合わせには応じません。

　　イ　質問受付期間　

　　　　令和７年８月４日（月曜日）から令和７年８月１８日（月曜日）まで
　　　　質問期間を経過した場合、質問には応じません。
　　ウ　質問受付先

　　　　和歌山市健康局保険医療部地域包括支援課

　　　Ｅmail：chiikihokatsu@city.wakayama.lg.jp 　
（２）回答
　　　質問受付期間内に寄せられた質問については、令和７年８月２２日（金曜日）までに随時回答を和歌山市ホームページ（ページ番号：１０６５６８４）に掲載します。
　　
１０　審査方法等
地域包括支援センター応募申込書による書類審査及びヒアリングにて審査します。
ヒアリングについては、次のとおり実施します。

（１）日時　　令和７年１０月３０日(木曜日)のうち、和歌山市の指定する時間

（２）場所　　和歌山市の指定する場所（和歌山市役所内を予定）

（３）内容　　応募申込書に基づいたセンターの運営に関する事項について
（４）参加者　各法人２名まで

（５）所要時間　１法人あたり２０～３０分程度

１１　審査結果・公表
（１）通知方法

審査結果は、応募者全員に対して令和７年１１月中旬までに文書で通知します。
（２）結果の公表

審査結果は、和歌山市ホームページ（ページ番号：１０６５６８４）に掲載します。
（３）問い合わせ対応

選定結果およびその内容に関する問い合わせには応じません。
１２　契約手続等

（１）協議の実施

審査結果の通知後、選定された受託法人と委託契約の締結および業務開始に向けて協議を行うものとします。

（２）契約締結時期

委託契約締結については、令和７年１２月上旬以降に行います。
（３）契約保証金
 受託者は、契約と同時に契約金額の１００分の１０の額の契約保証金の納付が必要です。ただし、和歌山市契約規則第３４条項各号に該当する場合は契約保証金を免除します。

１３　その他

（1） 応募に関し必要な費用は、応募者の負担とします。
（2） 提出された書類は、返却しません。

（3） 応募者が提出した書類に虚偽の記載をした場合は、応募を無効とするとともに所要

の措置を講じることがあります。事業開始までの間に提出書類の内容に変更をきたす場合は、決定を取り消す場合があります。
１４　お問い合わせ先

　　　和歌山市健康局保険医療部地域包括支援課

住　所：〒６４０－８５６７　和歌山市西汀丁３６番地（商工会議所１階）

　　電　話：０７４－４３５－１１９７
　　　Ｅmail：chiikihokatsu@city.wakayama.lg.jp
　　　担　当：前田、藤本
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